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１ 計画策定の背景・目的 

近年、スマートフォンやタブレット端末の普及、高速大容量ネットワーク、キャッシ

ュレス決済など、デジタル技術の急速な進展により、様々な分野で生活や暮らしの利便

性が大きく向上しており、誰もがデジタル技術の恩恵を享受することが可能となってい

ます。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大防止について、行動が大きく制限される中、

従来の行政サービスの課題が顕在化し、非接触・非対面を前提とするなど、新たな生活

様式や働き方を、市民・職員それぞれの観点から見直す契機となりました。 

 一方で、人口減少や少子高齢化の進行により、若年労働力の絶対量が不足し、行政運

営を担う人的資源の希少化が考えられることから、既存の制度・業務を大胆に再構築し、

業務負担を軽減する必要があります。行政サービスの更なる維持向上を図る上で、業務

全体の効率化・最適化にデジタル技術を活用することが有効であると考えられます。 

自治体においても、こうしたデジタル化の遅れに迅速に対処していくとともに、制度

や組織の在り方などをデジタル化に合わせて変革していく、デジタル・トランスフォー

メーション（DX）※が求められています。 

このような状況を踏まえ、桜川市では、デジタル技術の活用により、行政サービスに

ついて市民の利便性を向上させるとともに、業務効率化を図り、人的資源を行政サービ

スの更なる向上に繋げていくことを目的として「桜川市 DX推進計画」を策定するもの

とします。 

 

 

※デジタル・トランスフォーメーション（DX）とは 

ICT1の浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。閉じて部分

的に最適化されていたシステムや制度が社会全体にとって最適なものへと変貌すると

予想される。 

 

 

  

 
1 ICT：Information & Communication Technologyの略。情報処理及び通信技術の総

称。 
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２ 国の動向 

 国が定めた「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」（令和 2 年 12 月 25日

閣議決定）において、目指すべきデジタル社会のビジョンとして、「デジタルの活用に

より、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現でき

る社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」が示されました。社会全体の

デジタル化を進めるために、デジタル技術の善用により、データを効果的に活用した多

様な価値・サービスを創出し、利用者目線で事業を進めていくことが必要であることが

明記されました。 

 また、デジタル手続法2に基づく情報システム整備計画として位置付けられた「デジ

タル・ガバメント実行計画」（令和 2 年 12 月 25 日閣議決定）では、国と地方自治体

のデジタル化指針が示され、自治体関連の各施策については、自治体が重点的に取り組

むべき事項・内容を具体化するとともに、総務省及び関係省庁による支援策を取りまと

めた「自治体 DX推進計画」（令和 2年 12月 25日閣議決定）が策定されました。 

 自治体 DX 推進計画では、自治体情報システム3の標準化・共通化、マイナンバーカ

ードの普及促進や行政手続きのオンライン化など、重点取組事項の具体的内容が示され

ました。また、目指すべきビジョンの実現のためには、住民に身近な行政を担う自治体、

とりわけ市区町村の役割は極めて重要であるとされ、自治体においては、「自らが担う

行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を向上させる」、

「デジタル技術や AI4等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更

なる向上に繋げていく」ことが求められると明記されています。 

 

  

 
2 デジタル手続法：正式名称「情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便

性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の

技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律案」 
3 自治体情報システム：地方公共団体情報システムの標準化に関する法律において、標準

化の対象範囲として定められた 20業務。 
4 AI：Artificial Intelligenceの略。知的な機械、特に、知的なコンピュータプログラム

を作る科学と技術。 
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【参考：その他国の法律】 

■官民データ活用推進基本法5（平成 28年 12月 14日施行） 

  行政手続きに係るオンライン利用の原則化、マイナンバーカード普及・活用やデジ

タルデバイド6対策等に関する取り組みや、国、地方公共団体及び事業者の責務を明

記。 

 

■デジタル手続法（令和元年 12月 16日施行） 

  情報通信技術を活用した行政の推進の基本原則として以下を明記。 

① デジタルファースト：個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する。 

② ワンスオンリー：一度提出した情報は、二度提出することを不要とする。 

③ コネクテッド・ワンストップ：民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワン

ストップで実現する。 

 

■デジタル改革関連法（令和 3年 9月 1日施行） 

  新型コロナウイルス感染症への対応において、行政のデジタル化の遅れが顕著にな

ったことを受け、官民のデジタル化を推進することで国民や民間企業の利便性を向上

させることを目的とする。 

① デジタル社会形成基本法 

② デジタル庁設置法 

③ デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律 

④ 公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関す

る法律 

⑤ 預貯金者の意思に基づく個人番号の利用による預貯金口座の管理等に関する

法律 

⑥ 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律 

 

  

 
5 官民データ：電磁的記録に記録された情報であって、国、地方公共団体及び事業者等に

より、事務や事務の遂行に当たり管理され、利用され、又は提供されるもの。 
6 デジタルデバイド：ICTの恩恵を受けることのできる人とできない人の間に生じる経済

格差のこと。 
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３ 計画の位置付け 

 本市が目指すまちづくりの将来像を示した最上位計画にあたる「桜川市第 2 次総合

計画」の実現を支援するための DXに関する計画と位置付けます。 

また、関連法及び国の関連計画、総務省自治体 DX推進計画等を踏まえつつ、DXに

関する取り組みを推進するものとします。 

 

■本計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の期間 

 令和 5年度（2023年度） ～ 令和 9年度（2027年度） 

 

 各事業の推進にあたっては、社会情勢の変化やデジタル技術の進展に応じて、計画期

間及び内容については、適宜見直しを行います。 

  

桜川市第 2次総合計画 

桜川市 DX推進計画 

官民データ活用推進基本法 

デジタル手続法 

デジタル改革関連法 

デジタル・ガバメント実行計画 

自治体 DX推進計画 

関連法・計画 国の方針との連携 

DXの取り組みで支援 
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５ 桜川市における課題 

民間企業では、注文から配達までをオンラインで完結するネットショッピングや、キ

ャッシュレス決済サービスの普及など、技術の進歩に合わせた取り組みにより消費者の

利便性向上を図っている一方、行政サービスは、各種手続きにデジタル技術を活用する

などの大きな変革は行っておらず、社会的な情報化の流れに対して進んでいません。中

でも新型コロナウイルス感染症の拡大防止にあたり、非接触・非対面や押印廃止など、

従来の手続きにおける課題が顕在化しました。感染症対策を含む新たな生活様式への移

行のため、行政手続きの改革による、利便性の高い行政サービスの実現が必要となりま

す。 

 

 また、総務省の自治体戦略 2040構想研究会による報告書で示されたように、少子高

齢化やそれに伴う労働生産力の低下、税収の減少、社会保障費の増大、ひいては財政の

逼迫など、人口減少がもたらす影響は非常に大きいものがあります。本市においても人

口減少・少子高齢化は大きな問題であり、国立社会保障・人口問題研究所の推計値によ

ると、令和 22年（2040年）には 27,452人になり、令和 2年（2020年）の人口と

比較し、69.3％に減少すると予測されています。このような状況においても、確実に行

政サービスを提供し続けられるよう、デジタル化による効率的な行政運営が必要となり

ます。 

 

 デジタル技術により生活や暮らしの利便性が向上する一方で、適切な利用方法が分か

らない方や、利用環境が用意出来ない方など、デジタルデバイドが問題となっています。

総務省の「令和 3年版情報通信白書」によると、インターネットの利用率は、13歳～

59歳までの年齢層では 9割を超えていることに対し、70歳以降では 6割未満となっ

ています。そこで、デジタルデバイド解消のため、地域デジタル化の推進により、誰も

が等しくデジタル技術の恩恵を享受できる環境を構築することが必要となります。 
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６ 基本方針 

 桜川市総合計画及び総務省自治体 DX推進計画を踏まえ、本市における DXを推進す

る上での基礎となる 3つの基本方針を掲げ、本市を取り巻く課題解決へ、デジタル技術

を積極的に活用するものとします。 

 また、各方針に基づく具体的な施策を個別計画として設定し、取り組みを推進するこ

ととします。 

 

（１）利便性の高い行政サービスの実現 

 市役所の業務体系に左右されずに市民が行政サービスを享受でき、一人ひとりのニー

ズに対応できるよう、デジタル技術を活用した行政手続きの構築や見直しにより、行政

サービスの利便性の向上を図ります。 

 

（２）効率的な行政運営 

 現行のシステム環境や業務アプリケーションの運用について、BPR7などの取り組み

を実施し、業務が抱える課題に対してデジタル技術を活用することで、情報システムの

効率化・最適化を図ります。 

 

（３）地域デジタル化の推進 

 スマートフォンの利用やインターネット閲覧といったデジタル技術の活用に関する

不安や、利用環境を用意できない場合などに対して、より多くの方がデジタル化の恩恵

を享受できるよう、デジタルデバイドの解消に取り組みます。 

 

  

 
7 BPR：Business Process Re-engineeringの略。既存の業務プロセスを詳細に分析し

て課題を把握し、ゼロベースで全体的な解決策を導き出すことにより、国民・事業者及び

職員の双方の負担を軽減するとともに、業務処理の迅速化・正確性の向上を通じた利便性

の向上を図る取り組み。 
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７ 桜川市のこれまでの取り組み 

 本市では、各種デジタル化施策について、時代の流れに合わせて新たな取り組みを実

施してきました。主な取り組み内容は次の通りです。 

 

（１）利便性の高い行政サービス実現 

 ・広報紙のデジタル化（平成 17年度） 

・桜川市公式 SNS（Twitter/Facebook）利用開始（平成 23年度） 

 ・電子申請サービス導入（平成 26年度） 

 ・証明書のコンビニ交付サービス開始（令和元年度） 

 ・防災アプリ「さくらがわ防災」導入（令和 2年度） 

 ・子育て支援アプリ「さくらっこ」導入（令和 2年度） 

 

（２）効率的な行政運営 

 ・職員向けビジネスチャット8導入（令和 2年度） 

 ・職員向けテレワーク導入（令和 2年度） 

 ・文書管理システムの電子決裁導入（令和 2年度） 

 ・桜川市例規の押印廃止実施（令和 3年度） 

 ・情報セキュリティポリシー改正（令和 4年度） 

 

（３）地域デジタル化の推進 

 ・地域情報通信基盤（光ファイバー）の整備（平成 22年度） 

 ・真壁図書館フリーWi-Fiスポット開設（平成 30年度） 

 ・オープンデータ9の公開（令和元年度） 

 ・GIGAスクール構想10の実施（令和 2年度） 

 ・真壁伝承館フリーWi-Fiスポット開設（令和 3年度）  

 
8 ビジネスチャット：効率的かつリアルタイムの情報伝達が可能となるチャットツール。 
9 オープンデータ：国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰も

がインターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布）できるよう公開されたデ

ータのこと。 
10 GIGAスクール構想：1人 1台端末と通信ネットワークの整備により、多様な子どもた

ちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成でき

る教育 ICT環境。 
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８ 推進体制 

 本計画の推進については、桜川市情報システム管理運営規程に基づく「桜川市情報化

推進委員会」で、本市のデジタル化施策の計画等の重要事項について協議及び総合調整

を行います。 

個別計画については、企画課が全体調整・進行管理を行いつつ、各業務担当課と連携

して計画を推進します。 

 

協議・総合調整 

 

 

 

 

 

 

計画・調整 
 

 

推 進 

 

 

 

 

 

■財政負担の考え方 

 既存のシステムや機器などの更新時期を捉え、重複投資がないよう計画的な整備を図

ります。また、国の補助金などを有効活用し、費用負担の軽減を図ります。 

 

  

桜川市情報化推進委員会 

副市長（委員長） 

市長公室長（副委員長） 

各部局長 

企画課長 

企画課 

各

課 

各

課 

各

課 

外部人材 
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■DX推進に係る人材の育成、人材の確保 

 全庁的な DX推進体制構築にあたり、デジタル技術を駆使して変革を推進できる人材

が不可欠となります。こうした DX人材の確保に努めるとともに、全職員がデジタルス

キルのレベルアップを図りながら、DXを積極的に推進できる組織となるよう人材育成

に努めます。主な取り組みについては次のとおりです。 

（１）DX人材の育成 

 ・一般職員への DX研修の実施 

  全職員が DXのマインドを身に付けるとともに、デジタルリテラシー11を向上させ

るため、階層別研修や eラーニング等を活用し、一般職員向けに DXに関する研修の

実施を検討します。 

 ・DX推進リーダー育成のための研修 

  本市においては、桜川市情報システム管理運用規程により、各所属に DX推進リー

ダーを配置することとしております。DX推進リーダーには、一般職員より実践的な

内容の研修を実施し、所属内の DX推進について積極的に取り組むことができるよう

支援していきます。 

 ・デジタルスキルマップの作成 

  これまで、各種システムやデジタルツールの利活用方法については、各種職員研修

や操作説明会、eラーニング等により定着を図ってきたところです。これらの職員と

して必要な各種システムの利活用スキルや今後の DX推進に必要な知識・スキルにつ

いて「デジタルスキルマップ」として作成し、一般職員から管理職、DX推進リーダ

ーまで、習得してほしいスキルを一覧化して可視化していきます。また、作成したデ

ジタルスキルマップを基に、スキル習得のための研修等について、実施方法を検討し

ていきます。 

 

（２）DX人材の確保 

 ・外部人材の活用 

  市職員に求められるレベルを超える DXの知識・スキルが必要になる場合には、関

係部署等へのヒアリング等を踏まえ、必要になる知識・スキルや役割を明確にした上

で、外部人材の活用を検討していきます。 

  

 
11 デジタルリテラシー：コンピュータで扱える情報について適切に理解し、自ら活用でき

る能力のこと。 
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９ 個別計画 

■基本方針：（１）利便性の高い行政サービスの実現 

 

取組名 １－１ 行政手続きのオンライン化 

概要 

 

平日に仕事をしている方や子育て・介護をしている方、窓口に来ることが

困難な方など、行政手続きをオンライン化することにより、多くの市民の

利便性向上が見込まれる。 

いつでも、どこでも、簡単に市民サービスの利用や手続きが行えるよう、

国の施策と連動しながら、行政手続きのオンライン化及び利用促進を図

る。 

 

なお、オンライン化を進めるにあたっては、法令に基づく行政手続きだけ

でなく、条例や規則、その他申請手続きも対象とする。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・市役所に来庁することなく自宅から完結する手続きが少ない。 

・オンライン化を推進するにあたり、ルール（法令・規則）整備と業務プ

ロセスが最適化していない。 

 

＜取組＞ 

①ルール（法令・規則）整備と業務プロセスの最適化を行い、電子申請が

可能な手続きを拡大するとともに、市民等に対して広報活動を推進す

る。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 導入 拡充 拡充 拡充 拡充 

関係課 企画課、導入する業務の主管課 
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取組名 １－２ マイナンバーカードの普及促進・利活用拡充 

概要 

 

国において、マイナンバーカードと健康保険証が一体化したことに加え、

運転免許証との一体化やスマートフォンへ機能搭載が検討されるなど、利

活用を拡大するための取組が推進されている。 

 

市においても、利便性の高いデジタル社会の実現に向け、その基盤となる

マイナンバーカードの効果的な普及促進を検討し、マイナンバーカードの

更なる普及を目指す。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・マイナンバーカードの申請者に対して QUOカード（クオカード）の配

布をしている。 

・行政区単位での出張申請受付を行っている。 

・マイナンバーカードの交付率が近隣自治体と比較して低調な状況であ

る。 

・市独自の利用方法がなく、マイナンバーカードの利用機会が少ない。 

 

＜取組＞ 

①マイナンバーカードの普及促進について、更なる取組みを検討し、実施

する。 

②市独自のマイナンバーカード利活用方法を検討し、実施する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 拡充 実施 実施 実施 実施 

② 検討 検討 検討 検討 検討 

関係課 企画課、市民課 
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取組名 １－３ 窓口 DXの推進 

概要 

 

既存のサービス提供方法を見直し、書かない申請、来庁予約や混雑状況の

確認、支払いのキャッシュレス化など、デジタル技術を有効活用したサー

ビスへ再構築することで、市民の利便性の向上を図る。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・窓口で証明書を取得する際に、来庁してから各種申請書に必要事項の記

入が必要となり、氏名や住所などの基本情報を何度も記載することがあ

る。 

・キャッシュレス決済に対応している手続きや、利用可能なキャッシュレ

ス決済サービスが少ない。 

 

＜取組＞ 

①マイナンバーカード等を利用した、申請書への記入を自動化するシステ

ムなどを導入する。 

②クレジットカードやスマートフォン決済など、複数の決済サービスに対

応する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 検討 検討 検討 導入 拡充 

② 検討 導入 運用 運用 運用 

関係課 企画課、導入する業務の主管課 
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取組名 １－４ リモート相談窓口の導入 

概要 

 

分庁舎方式による庁舎機能分散化により、市民が一つの庁舎で目的が完結

せずに、庁舎間の移動が必要な場合がある。一方、令和 7年度の新庁舎開

庁により、新庁舎（大和地区）へ機能が集約された際は、岩瀬・真壁地区

の方の利便性を維持する必要がある。 

庁舎間や庁舎・支所間において、本庁に在席する担当職員とモニターを介

したリモート相談窓口を提供することで、利便性向上を図る。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・分庁舎方式による庁舎機能の分散により、特に岩瀬―真壁間など距離が

離れている場合でも、直接庁舎へ出向く必要がある。 

・新庁舎開庁後に大和地区へ機能が集約されると、岩瀬・真壁地区から移

動距離が増える場合がある。 

 

＜取組＞ 

①庁舎間や、庁舎・支所を繋ぐリモート窓口の環境・業務プロセスを構築

する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 検討 検討 検討 検討 導入 

関係課 企画課、導入する業務の主管課 
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取組名 １－５ 公共施設利用の予約オンライン化 

概要 

 

民間の ICTサービス（ショッピング・映画館予約等）は、24時間利用可

能なことが多い。幅広い年代にスマートフォンなどの情報機器が普及して

いる現状を踏まえ、公共施設予約についても、空き状況の確認から予約ま

でをオンライン化することで、市民の利便性向上を図る。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・オンラインで予約可能な施設はなく、電話、来庁による予約方法に限ら

れている。 

・市役所の業務時間外に、予約や空き状況の確認ができない。 

 

＜取組＞ 

①オンライン上で 24 時間利用可能な公共施設の予約システムを導入す

る。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 検討 検討 検討 検討 導入 

関係課 企画課、公共施設予約の主管課 
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取組名 １－６ 情報発信の強化 

概要 

 

スマートフォン等の情報機器の普及により、市民の情報を取得する手段は

広がっている。 

市においては、市民それぞれのニーズに応じて、増加した情報手段に対応

すべく、情報発信力の強化を目指す。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・市からの情報発信は、広報紙、ホームページ、ポスター、 

SNS（Twitter/Facebook）、YouTube等を使用している。 

・庁舎内での情報発信は、一部デジタルサイネージを導入しているが、ポ

スター掲示によるものが多く、デジタル化が進んでいない。 

 

＜取組＞ 

①さらに幅広い市民に情報が提供できる方法・手段を検討し、実施する。 

②新庁舎開庁を見据え、情報視認性に優れたデジタルサイネージの適正な

利活用を検討し、導入する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 運用 運用 運用 拡充 運用 

② 検討 検討 検討 検討 導入 

関係課 企画課、秘書広報課 
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■基本方針：（２）効率的な行政運営 

 

取組名 ２－１ 自治体情報システムの標準化・共通化 

概要 

 

国が指定する基幹業務システム等について、国の標準仕様書に準拠した標

準準拠システムへ移行することにより、ベンダーロックイン12防止やシス

テム改修負担削減などを図る。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・市独自にカスタマイズされた基幹業務システムを利用している。 

・国の制度改正等により、独自にシステム改修が発生し、財政負担や職員

負担が発生している。 

 

＜取組＞ 

①国が指定する基幹業務システムを標準準拠システムへ移行する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 準備 準備 移行 移行 運用 

関係課 企画課、導入する業務の主管課 

 

  

 
12 ベンダーロックイン：特定の事業者を利用し続けなくてはならなくて、他の事業者の参

入が困難な状態。 
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取組名 ２－２ ペーパーレス化の推進 

概要 

 

紙で管理していた文書や資料を電子化することによって、用紙や印刷費用

のコストを削減できるだけでなく、紙文書の保管スペースが削減され、文

書の検索が容易になり、環境にも配慮できる。 

また、会議においても業務用ネットワークの無線化や会議システムの導入

などにより、ペーパーレス会議を推進する。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・各種申請書が紙のため、保管スペースの確保が必要となる。 

・過去の資料を確認する際に、保管場所から該当の資料を探す必要があり

時間がかかる。 

・電子決裁システムが未導入で、紙で決裁を行っている業務がある。 

・業務用ネットワークが無線化されていない。 

・会議資料の平綴では、修正時の差し替えに時間がかかる。 

 

＜取組＞ 

①各種申請書や過去の資料などの保管資料を電子化し、検索等で、必要な

資料を確認できるシステムを検討し、実施する。 

②電子決裁システム未導入の業務について、導入を検討し、実施する。 

③業務用ネットワークの無線化を行う。 

④ペーパーレス会議システムを導入する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 検討 検討 検討 検討 検討 

② 検討 検討 導入 検討 検討 

③ 検討 検討 検討 検討 導入 

④ 検討 検討 検討 導入 運用 

関係課 企画課、総務課、財政課、会計課、その他全ての部署 
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取組名 ２－３ AI・RPAの導入 

概要 

 

データ入力等の定型的な単純業務を自動化することにより業務効率化を

図る。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・紙の申請書をシステムへ手動で転記しているため、作業に時間がかかっ

ている。単純作業や入力ミスが発生している。 

・申請受付や集計業務などの定型的な処理に多くの時間を必要としてい

る。 

 

＜取組＞ 

①AI－OCR13及び RPA14を導入し、申請書の内容をシステムへ自動連係さ

せるとともに、定型的業務を自動化する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 検討 導入 拡充 拡充 拡充 

関係課 企画課、導入する業務の主管課 

 

  

 
13 AI－OCR：OCR＝Optical Character Readerの略。AIと OCRを組み合わせ、機械

学習により、手書きの種類や帳票の読み取り位置などから文字を認識し、コンピュータが

利用できるデジタルの文字コードに変換する技術。 

14 RPA：Robotic Process Automationの略。普段人が行う定型的なパソコン操作をソフ

トウェアのロボットが代替して自動化するもの。 
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取組名 ２－４ 業務システムの見直し及び部署間のデータ共有強化 

概要 

 

業務システムの見直しにより、業務改善及び効率向上を図る。 

また、複数の部署で利用する情報について、利便性の高い情報共有システ

ムを導入し、業務の簡素化や迅速化を図り、職員の生産性向上を目指す。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・複数導入している業務システムの管理負担が増加している。また、シス

テム間の連携が煩雑である。 

・部署毎に個別に管理された類似する情報がある。また、情報の共有につ

いて、紙か電話によることが多く、複数の部署に簡易的に伝達する手段

が少ない。 

 

＜取組＞ 

①管理負担軽減及びシステム間の連携が可能な統合的なシステムの導入

を検討し、実施する。 

②利便性の高い情報共有システムを導入する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 検討 検討 検討 検討 検討 

② 検討 導入 検討 検討 拡充 

関係課 企画課、業務システムの主管課 
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取組名 ２－５ AI音声認識文字起こしツールの導入 

概要 

 

会議、委員会や協議会などの開催後に、録音した音声をもとに議事録を作

成する作業に多くの時間を要している。 

最新のデジタル技術により、録音した音声データを AI によりテキスト化

することで、入力作業における一次負担の軽減を図る。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・録音した音声データを担当者が聞きながら、手動で文字起こしを行う。 

 

＜取組＞ 

①録音した音声データを、AI により自動的にテキストへ変換するシステ

ムを導入する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 導入 運用 運用 運用 運用 

関係課 企画課 
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取組名 ２－６ プリンタ・複合機の適正配置及び ICカード認証印刷の導入 

概要 

 

複数台導入しているプリンタ及び複合機の管理運用について、機能を集約

して台数削減を進めるなど、適正配置に努め、ハードウェアやソフトウェ

ア、消耗品等の管理負担軽減を図る。 

また、適正配置に合わせて ICカード等の認証による印刷機能を導入し、

プリントの置き忘れやミスプリントを防止することにより、情報セキュリ

ティの向上を図る。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・プリンタの機種が混在しているため管理負担が増加している。 

・プリンタまでの距離が離れている場合、印刷物出力から取りに行くまで

プリンタ上に印刷物が残り、印刷物の放置や取り違えなど、セキュリテ

ィ面に不安がある。 

 

＜取組＞ 

①プリンタ及び複合機の適正配置を検討し、台数削減を行う。 

②複合機等に、IC カード等で認証した場合に印刷物が出力される機能を

導入する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 実施 － － － － 

② 検討 検討 検討 検討 導入 

関係課 企画課、総務課 
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取組名 ２－７ アナログ規制の見直し 

概要 

 

「アナログ規制」とは、アナログ的な手法を前提としているルールのこと

であり、デジタル化やデジタル技術の活用を阻害する一因となっている。

これらの規制の見直しに取り組み、業務効率化・利便性の高い行政サービ

スを実現する。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・本市で定める条例・規則等には、多くのアナログ規制が存在している。 

・従来のアナログ的手法が、業務や行政サービスのデジタル化を阻む壁と

なっている。 

・生産性の向上や市民がデジタル技術を活用した質の高い行政サービス

を享受するために、アナログ規制の見直しは急務である。 

 

＜取組＞ 

①推進体制の構築 

②点検・見直し方針の策定 

③規制の洗い出しと類型・PHASEの当てはめ 

④見直しの方向性の検討 

⑤見直しの実施 

 

工程表 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

① － － － 実施 － 

② － － － 実施 － 

③ － 実施 － － － 

④ － － － 実施 拡充 

⑤ － － － 実施 拡充 

関係課 総務課、企画課、実施する業務の主管課 
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■基本方針：（３）地域デジタル化の推進 

 

取組名 ３―１ デジタル技術の利活用支援 

概要 

 

デジタル技術の進展により、多くの方が恩恵を享受できる時代になった一

方、デジタル技術を利用する能力及びアクセスする機会を持つ人と持たな

い人の間に情報格差が生じる問題がある。 

地域社会の DX推進にあたり、年齢、性別、障害の有無等にかかわらず、

誰も取り残されない形で、全ての市民にデジタル化の恩恵を広く行き渡ら

せることを目指す。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・オンライン予約や申込みができる手続きについて、利用者が少なく、窓

口予約や電話予約が多い状況である。 

・市における、デジタル技術の恩恵を享受できない方の現状把握ができて

いない。 

 

＜取組＞ 

・スマートフォンの基本的な利用方法、オンライン予約や申込みなどにつ

いての講習会を開催する。 

・講習会の参加者等からアンケート等で情報を集め、現状把握に努め、よ

りニーズに合った講習会の開催を検討し、実施する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 実施 実施 実施 実施 実施 

② 実施 実施 検討 検討 実施 

関係課 企画課 
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取組名 ３―２ フリーWi-Fiスポットの充実 

概要 

 

公共施設の利便性向上、災害時の携帯回線網に対する補完や避難所におけ

る一時生活、市外来訪者へのおもてなしなどのため、市内公共施設に対し

てフリーWi-Fiスポットを設置し、平等に利用可能なインターネット環境

の構築を目指す。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・公共施設におけるフリーWi-Fiスポットは 2か所に留まっている。 

 

＜取組＞ 

①市内公共施設に、フリーWi-Fiスポット導入先を検討し、整備する。 

②避難所開設時に、避難所でもフリーWi-Fiが利用できる環境を検討し、

整備する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 検討 拡充 拡充 検討 拡充 

② 検討 検討 検討 検討 導入 

関係課 企画課、防災課、公共施設の主管課 
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取組名 ３―３ 外国の方とのコミュニケーション支援 

概要 

 

市内在住の外国の方は近年増加傾向にあり、窓口来庁時や電話対応につい

て、担当職員の能力に左右されることなく円滑なコミュニケーションをと

る必要がある。 

多言語翻訳が可能なサービスの導入を検討し、より多くの市民が安心して

相談できる環境を構築する。 

 

現状・

取組 

 

＜現状＞ 

・外国の方とのコミュニケーションは、担当職員個人の能力に左右される

場合がある。 

 

＜取組＞ 

①外国の方、職員どちらも安心して円滑なコミュニケーションが可能とな

る、支援ツールを導入する。 

 

工程表 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

① 検討 検討  検討 導入 

関係課 企画課、導入する業務の主管課 
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